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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。  

４．第56期より、表示単位未満の記載方法を四捨五入から切捨てに変更しております。なお、比較を容易にす

るため、第56期第３四半期連結累計（会計）期間についても表示単位を切捨てに組替えて表示しておりま

す。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第56期

第３四半期連結
累計期間 

第57期
第３四半期連結

累計期間 

第56期
第３四半期連結

会計期間 

第57期 
第３四半期連結 

会計期間 
第56期

会計期間 

自平成22年
１月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成23年
１月１日 

至平成23年 
９月30日 

自平成22年
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成23年 
７月１日 

至平成23年 
９月30日 

自平成22年
１月１日 

至平成22年 
12月31日 

売上高（百万円）  40,829  40,845  13,828  13,705  53,445

経常利益（百万円）  2,196  1,290  961  82  2,241

四半期（当期）純利益 (百万円）  1,795  692  889  1  2,210

純資産額（百万円） － －  9,502  7,619  8,848

総資産額（百万円） － －  50,343  49,306  49,410

１株当たり純資産額（円） － －  467.18  372.32  433.22

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 93.45  36.06  46.32  0.07  115.05

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  17.8  14.5  16.8

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 1,274  514 － －  3,095

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,071  △1,882 － －  △1,794

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,609  1,617 － －  △2,191

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  6,985  7,152  7,275

従業員数（人） － －  21,585  22,643  20,003
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

   

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員は就業人員であります。 

２．従業員数は委託加工先の従業員数を含めて表示しております。 

(2）提出会社の状況 

提出会社は純粋持株会社であり、従業員はおりません。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年９月30日現在

従業員数（人） 22,643      
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(1）生産実績 

当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）金額は販売価格によっております。 

(2）受注実績 

当第３四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(3）販売実績 

当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）生産実績、受注実績、販売実績の金額には消費税等は含まれていません。 

  

  

 当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 また、重要事象等は存在しておりません。  

  

    当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年９月30日）  

前年同四半期比（％）

 アジア・パシフィック事業（百万円）  8,733  －

 ＥＵ事業（百万円）  4,827  －

 合計（百万円）  13,560  －

セグメントの名称 

当第３四半期連結会計期間  
（自 平成23年７月１日  
至 平成23年９月30日）   

当第３四半期連結会計期間末  
（平成23年９月30日現在）   

 受注高
前年同四半期比

（％） 
受注残高 

 前年同四半期比
（％） 

 アジア・パシフィック事業（百万円）  8,593  －  4,346  －

 ＥＵ事業（百万円）  4,080  －  3,575  －

 合計（百万円）  12,673  －  7,921  －

セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年９月30日）  

前年同四半期比（％）

 アジア・パシフィック事業（百万円）  8,871  －

 ＥＵ事業（百万円）  4,833  －

 合計（百万円）  13,705  －

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。 

  

(1）業績の状況 

  当第３四半期連結会計期間の世界経済は、米国で失業問題に改善が見られず、また欧州の財政危機がその深刻

さを増す中、これまで拡大傾向にあった中国経済に減速兆候が見られる等先行き不透明感を強くしました。  

 当第３四半期連結会計期間の電子部品業界は、自動車向けや産業機器向けが比較的順調に推移した一方で、コ

ンシューマ関連ではスマートフォン向けの出荷等は堅調に推移したものの、欧州、米国でパソコンや薄型テレビ

等に停滞感がみられ、盛り上がりに欠ける最終需要の中、年末商戦に向けた動きも鈍い状況が続きました。 

 こうした中、当社グループでは、昨年から引き続き世界中に広がるスミダグループ会社の事業推進の一体化を

進め、グローバルな観点で開発・生産・販売等の全ての分野におけるシナジーの実現を推進しました。また、労

務費の抑制や製造経費の圧縮等製造現場の効率的運営を進めながら生産体制の強化を進めました。 

  当第３四半期連結会計期間の売上高は前年同期比 ％減の 百万円となりました。銅等原材料価格の急

激な高騰等の影響で、営業利益は前年同期比 ％減の 百万円となりました。営業外損益で為替差損等を計

上したことから、経常利益は前年同期比 ％減の 百万円となりました。四半期純利益は 百万円（前年同期

は889百万円の四半期純利益）となりました。 

    

（報告セグメントの状況） 

  当第３四半期連結会計期間における報告セグメントの状況は次のとおりであります。当社グループの報告セ

グメントは「アジア・パシフィック事業」及び「ＥＵ事業」で構成されております。  

① アジア・パシフィック事業 

 アジア・パシフィック事業は、自動車向け等に停滞感がみられたものの、産業機器向けの需要が堅調に

推移したことなどから、当第３四半期連結会計期間の売上高は 百万円になり、営業利益は 百万円

となりました。 

② ＥＵ事業 

 ＥＵ事業は、コンシューマ関連向け、産業機器向けが伸び悩む中、自動車向けが堅調に推移し、当第３

四半期連結会計期間の売上高は 百万円となり、営業利益は 百万円となりました。 

  

（2）財政状態の状況 

（資産） 

 当第３四半期連結会計期間末における資産は 百万円となりました。現金及び預金が減少したものの、

受取手形及び売掛金、商品及び製品の増加等により流動資産が前連結会計年度末比 百万円増加しました。 

  一方、主に円高による影響で固定資産が同 百万円減少しました。これらにより、当第３四半期連結会計

期間末における総資産は前連結会計年度末比 百万円減少しております。 

（負債）  

 当第３四半期連結会計期間末における負債は 百万円となりました。社債が減少したものの、短期借入

金及び長期借入金の増加等があり、前連結会計年度末比 百万円増加しております。 

（純資産） 

 当第３四半期連結会計期間末の純資産は 百万円となりました。四半期純利益 百万円を計上したもの

の、主に円高が進んだため為替換算調整勘定の純資産の部からの控除額が前連結会計年度末比 百万円増

加したこと等により、前連結会計年度末比 百万円減少しております。 

 この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の16.8％から ％となり、１株当たり純資産額は433円22銭

から 円 銭となりました。 

  

(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は第２四半期連結会計

期間末比 百万円増加し、 百万円となりました。  

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は 百万円（前第３四半期連結会計期間は 百万円の収入）となりました。

  税金等調整前四半期純利益が 百万円、減価償却費による資金流入が 百万円あったものの、たな卸資産

の増加により 百万円、仕入債務の減少により 百万円の資金流出等があったことによるものです。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

0.9 13,705

51.9 530

91.4 82 1

8,871 639

4,833 444

49,306

747

823

104

41,686

1,124

7,619 692

1,362

1,228

14.5

372 32

427 7,152

406 898

85 560

42 171
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果支出した資金は 百万円（前第３四半期連結会計期間は 百万円の支出）となりました。

有形固定資産の取得による支出 百万円等があったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果得られた資金は 百万円（前第３四半期連結会計期間は 百万円の収入）となりまし

た。社債の償還による支出 百万円、長期借入金の返済による支出 百万円、配当金の支払額 百万円等

があったものの、長期借入金の借入により 百万円の資金調達等があったことによるものです。  

  

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

   

(5）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、 百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

  

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

  当第３四半期連結会計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通しについ

て重要な変更はありません。 

  

(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当第３四半期連結会計期間においては、借入金返済及び投資等の資金需要に対して、金融機関からの借入等に

より資金調達を行いました。 

 資本の財源及び資金の流動性についての分析につきましては、「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析 (2)財政状態の状況及び（3）キャッシュ・フローの状況」を御参照下さい。 

  

(8）経営者問題認識と今後の方針について 

当第３四半期連結会計期間において、経営者の問題認識と今後の方針について重要な変更はありません。  

  

721 430

727

1,302 287

375 484 134

2,300

294
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はありません。 

 また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

   

  

 当第３四半期会計期間において、シュローダー証券投信投資顧問㈱及び共同保有者２社から平成23年10月

４日付の大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成23年９月30日現在で1,168千株を保有して

いる旨の報告を受けておりますが、当社として平成23年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができ

ません。  

なお、シュローダー証券投信投資顧問㈱及び共同保有者２社の大量保有報告書の変更報告書の写しの内容
は以下のとおりであります。 

   

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  70,000,000

計  70,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月11日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  19,944,317  19,944,317
東京証券取引所 

（市場第一部） 

権利内容に何ら
限定のない当社
株式における標
準となる株式で
あり、単元株式
数は100株であ
ります。 

計  19,944,317  19,944,317 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成23年７月１日～ 

平成23年９月30日 
 －  19,944  －  7,216  －  7,029

（６）【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シュローダー証券投信投

資顧問㈱ほか２社 
東京都千代田区丸の内１－８－３  1,168  5.86
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①【発行済株式】 

  （注）上記「単元未満株式」の欄の普通株式には、自己株式52株が含まれております。 

  

 ②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     732,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     19,134,000  191,340 － 

単元未満株式 普通株式      78,317 － 
１単元（100株）未満の

株式 

発行済株式総数  19,944,317 － － 

総株主の議決権 －  191,340 － 

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

スミダコーポレーション

株式会社 

東京都中央区日本橋三丁目

12番２号 

朝日ビルヂング  

 732,000  －  732,000  3.67

計 －  732,000  －  732,000  3.67

２【株価の推移】

月別 
平成23年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  1,045  1,066  974  830  782  756  795  780  730

最低（円）  897  887  590  732  710  710  736  607  633
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３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

執行役の状況  

 新任執行役 

（注）平成23年12月期に係る定時株主総会の終結の時までであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株 
式数 

（千株）

就任
年月日 

執行役 財務担当  本多 慶行 昭和31年１月８日生

平成11年９月 シスコシステムズ株式会社

取締役管理本部長就任 
平成15年６月 株式会社ディーアンドエムホー

ルディングス  
執行役就任 

平成17年６月 株式会社RHJインターナショナ

ル・ジャパン（旧リップルウッ

ド・ジャパン） 
代表取締役就任 

平成21年６月 株式会社ディーアンドエムホー

ルディングス  
代表取締役副社長就任 

平成21年11月 同社退任

平成23年２月 スミダグループ入社

平成23年８月 執行役（財務担当）就任

 現在に至る

 （注） －
平成23年

８月１日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

（1） 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び前第３四半期連結

累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間

（平成23年１月１日から平成23年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

（2） 当社の連結財務諸表に記載される科目その他の事項の記載金額における百万円未満の端数処理について

は、従来四捨五入で記載しておりましたが、第１四半期連結会計期間より切捨てて記載しております。 

 なお、比較を容易にするため、前第３四半期連結会計期間、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年

度についても切捨て表示に組替え表示しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日か

ら平成22年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び当

第３四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、

有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。  

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,213 7,399

受取手形及び売掛金 10,769 10,086

商品及び製品 3,997 3,853

仕掛品 937 816

原材料及び貯蔵品 3,138 3,037

未収還付法人税等 288 305

その他 1,607 1,692

貸倒引当金 △38 △22

流動資産合計 27,915 27,168

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,498 10,804

機械装置及び運搬具 22,572 22,573

工具、器具及び備品 3,738 3,811

土地 1,286 1,456

リース資産 893 －

建設仮勘定 642 511

減価償却累計額 △25,736 △26,044

有形固定資産合計 12,896 13,112

無形固定資産   

のれん 2,617 2,896

その他 888 957

無形固定資産合計 3,505 3,854

投資その他の資産 4,919 5,178

固定資産合計 21,322 22,145

繰延資産 68 96

資産合計 49,306 49,410

2011/11/09 14:04:3311773816_第３四半期報告書_20111109140407

- 11 -



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,515 3,995

短期借入金 19,676 19,073

未払法人税等 357 365

その他 7,595 7,884

流動負債合計 31,145 31,318

固定負債   

社債 1,050 2,115

長期借入金 6,813 4,376

退職給付引当金 730 756

その他 1,945 1,995

固定負債合計 10,540 9,243

負債合計 41,686 40,561

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,216 7,216

資本剰余金 7,029 7,029

利益剰余金 7,151 6,951

自己株式 △1,524 △1,524

株主資本合計 19,873 19,673

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 26 33

為替換算調整勘定 △12,746 △11,384

評価・換算差額等合計 △12,720 △11,350

少数株主持分 466 525

純資産合計 7,619 8,848

負債純資産合計 49,306 49,410
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年９月30日) 

売上高 40,829 40,845

売上原価 31,313 32,875

売上総利益 9,516 7,970

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 491 466

従業員給料及び手当 2,202 2,166

減価償却費 269 207

研究開発費 830 833

その他 2,557 2,486

販売費及び一般管理費合計 6,351 6,160

営業利益 3,164 1,809

営業外収益   

受取利息及び配当金 20 －

受取利息 － 29

受取配当金 － 61

デリバティブ評価益 － 34

その他 77 43

営業外収益合計 97 168

営業外費用   

支払利息 442 413

為替差損 397 170

デリバティブ評価損 147 －

その他 78 103

営業外費用合計 1,066 687

経常利益 2,196 1,290

特別利益   

固定資産売却益 6 31

減損損失戻入益 － ※1  74

投資有価証券売却益 0 0

その他 0 2

特別利益合計 6 108

特別損失   

固定資産除売却損 10 11

事業構造改善費用 3 171

災害による損失 － ※2  51

その他 0 13

特別損失合計 14 248

税金等調整前四半期純利益 2,188 1,149

法人税等 323 418

少数株主損益調整前四半期純利益 － 731

少数株主利益 68 39

四半期純利益 1,795 692
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成23年７月１日 

 至 平成23年９月30日) 

売上高 13,828 13,705

売上原価 10,643 11,159

売上総利益 3,184 2,545

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 179 150

従業員給料及び手当 803 701

減価償却費 81 69

研究開発費 273 294

その他 743 799

販売費及び一般管理費合計 2,081 2,015

営業利益 1,102 530

営業外収益   

受取利息及び配当金 6 10

為替差益 122 －

デリバティブ評価益 － 24

その他 18 8

営業外収益合計 146 43

営業外費用   

支払利息 137 144

為替差損 － 309

デリバティブ評価損 124 －

その他 26 36

営業外費用合計 288 491

経常利益 961 82

特別利益   

固定資産売却益 4 9

投資有価証券売却益 0 －

特別利益合計 5 9

特別損失   

固定資産除売却損 0 2

事業構造改善費用 － 3

その他 － 0

特別損失合計 0 6

税金等調整前四半期純利益 966 85

法人税等 57 74

少数株主損益調整前四半期純利益 － 10

少数株主利益 18 9

四半期純利益 889 1
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,188 1,149

減価償却費 1,895 1,644

のれん償却額 234 224

受取利息及び受取配当金 △20 △90

支払利息 442 413

為替差損益（△は益） △61 △0

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △0

事業構造改善費用 3 171

デリバティブ評価損益（△は益） 147 △34

減損損失戻入益 － △74

売上債権の増減額（△は増加） △1,468 △1,088

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,535 △749

仕入債務の増減額（△は減少） 403 △279

その他 △336 △106

小計 1,893 1,180

利息及び配当金の受取額 20 90

利息の支払額 △410 △411

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △228 △345

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,274 514

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 277 94

定期預金の預入による支出 △188 △16

有形固定資産の取得による支出 △1,418 △1,911

投資有価証券の売却による収入 30 21

関係会社株式の取得による支出 △26 △113

貸付金の回収による収入 195 1

その他 59 42

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,071 △1,882

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,379 800

長期借入れによる収入 550 5,000

長期借入金の返済による支出 △2,154 △1,721

社債の償還による支出 △1,055 △1,955

配当金の支払額 △287 △460

その他 △41 △46

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,609 1,617

現金及び現金同等物に係る換算差額 △672 △373

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,078 △123

現金及び現金同等物の期首残高 9,064 7,275

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  6,985 ※1  7,152
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1）連結の範囲の変更 

 第１四半期連結会計期間において、スミダパワーエレクトロニクス

株式会社はＳＥＣ株式会社に吸収合併されたため、SMD MARKETING 

(M）SDN.BHD.は清算が結了したため、連結の範囲から除外しておりま

す。 

(2）変更後の連結子会社の数 

 36社   

２．持分法の適用に関する事項の変更  第２四半期連結会計期間において、持分法を適用しない関連会社であり

ましたCORE CONCORD ELECTRONICS (VIETNAM) CO., LTD.について、株式を

売却したため関係会社に該当しなくなりました。 

３．会計処理基準に関する事項の変更 (1)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月

31日）を適用しております。  

 これによる、損益に与える影響はありません。また、当会計基準等

の適用開始による資産除去債務の変動額はありません。 

(2)「企業結合に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企

業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会

計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発

費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年

12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号

平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第

16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平

成20年12月26日）を適用しています。  
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の

適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま

す。 

２．前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「受取利息及び配当金」として掲記されていたものは、当

第３四半期連結累計期間より重要性が増したため、「受取利息」「受取配当金」に区分掲記しております。な

お、前第３四半期連結累計期間の「受取利息」「受取配当金」は、それぞれ20百万円、0百万円であります。 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年９月30日） 

（四半期連結貸借対照表） 

 前第３四半期連結会計期間末において、ファイナンス・リース取引に係るリース資産をリース資産の種類毎に該

当する有形固定資産勘定の残高に含めて表示しておりましたが、当第３四半期連結会計期間末より「リース資産」

の科目に独立表示する方法に変更しております。 

 前第３四半期連結会計期間末において、ファイナンス・リース取引に係るリース資産は有形固定資産の「建物及

び構築物」に 百万円、「機械装置及び運搬具」に 百万円、「工具、器具及び備品」に 百万円、「土地」に

百万円、それぞれ含めて表示しております。 

  

（四半期連結損益計算書） 

709 41 10

79

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  

【簡便な会計処理】

  
  
  

当第３四半期連結累計期間  
（自 平成23年１月１日  
 至 平成23年９月30日） 

１．たな卸資産の評価方法  当第３四半期連結会計期間末のたな卸高算出に関しては、実地たな卸を

省略し、第２四半期連結会計期間末の実地たな卸高を基礎として合理的な

方法により算定する方法によっています。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費

の額を期間按分して算定する方法によっています。 

３．繰延税金資産の回収可能性の判断  前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化が生じておらず、かつ

一時差異等の発生状況に大幅な変動がないと認められる場合は、前連結会

計年度末において使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを使

用しています。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

税金費用の計算 

  

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至

平成23年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

  １．              ───── ※１．在外連結子会社における機械装置について実施し

た減損損失の国際財務報告基準に基づく戻入益であ

ります。 

  

 ２．                ───── ※２．災害による損失の内訳は以下のとおりです。 

  

  被災した自治体、従業員等

に対する見舞金 
 29百万円 

  災害資産の原状回復に要す

る費用 
 22 

  合  計  51百万円 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成22年９月30日現在）

 現金及び預金勘定 百万円7,098

 預入から３ヶ月を超える定期預金等 百万円△112

現金及び現金同等物 百万円6,985

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成23年９月30日現在）

 現金及び預金勘定 百万円7,213

 預入から３ヶ月を超える定期預金等 百万円△60

現金及び現金同等物 百万円7,152

（株主資本等関係）

普通株式   19,944千株 

普通株式  732千株 
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４．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間末後となるもの 

  

５．株主資本の金額の著しい変動に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

 決議  株式の種類 
 配当金の総額
（百万円）  

１株当たり
配当額 
（円） 

 基準日  効力発生日 配当の原資 

 平成23年２月18日 

取締役会  
普通株式  192  10.00  平成22年12月31日  平成23年３月４日 利益剰余金 

 平成23年４月27日 

取締役会  
普通株式   134   7.00  平成23年３月31日  平成23年５月27日 利益剰余金 

 平成23年７月29日 

取締役会  
普通株式   134   7.00  平成23年６月30日  平成23年８月23日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月28日 

取締役会  
普通株式  115 6.00 平成23年９月30日 平成23年11月29日 利益剰余金 
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前第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）  

（注）１．事業区分の方法 

 事業区分は、当社の最高経営意思決定機関が経営資源の配分や業績評価を行う際に用いる事業分類で区分

しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
  

アジア・パ
シフィック
事業 
（百万円） 

ＥＵ事業
（百万円） 

環境・エネ
ルギー事業 
（百万円） 

合計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  7,933  4,609  1,286  13,828  －  13,828

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 304  279  32  616  △616  －

計  8,237  4,888  1,318  14,444  △616  13,828

営業利益又は営業損失（△）  1,261  440  △21  1,680  △577  1,102

区分 主な製品等 主要な使用例等 

アジア・パシフィック事業 

  

ＤＣ／ＤＣコンバータ用トランス、スイッ

チング電源用トランス、ストロボ用発振ト

ランス、ノイズフィルターコイル、ＤＣ／

ＤＣコンバータユニット、パワーインダク

タ、ＩＦＴ／ＲＦコイル、キーレスエント

リーアンテナコイル、ＡＤＳＬ用モデムト

ランス、データ用ラインフィルター、アン

テナコイル、映像用フィルター、信号用イ

ンダクタ、ＲＦ－ＩＤ、四方弁コイル   

ＣＣＦＬ駆動用インバータトランス、ＣＣ

ＦＬ駆動用インバータユニット 

ＡＢＳコイル、インジェクションコイル、

アンテナコイル、センサーコイル、ノイズ

フィルター  

  

液晶ディスプレー、デジタルカメラ、デジ

タルビデオカメラ、ＨＩＤランプ、電話

機、モデム、ドアホン、ＡＤＳＬ、カーオ

ーディオ、給湯器、ＦＡ機器、プリンタ

ー、ノートブック型パソコン、自動車、エ

アーバッグ回路制御、ＨＤＤ、携帯電話、

ＭＰ３、プリンター、テレビ、セットトッ

プボックス、ハイブリッドＩＣ、アミュー

ズメント機器、デスクトップ型パソコン、

コピー機（トナーセンサー）、オーディオ

機器、ＤＶＤ・ＣＤプレーヤー、アンテ

ナ、トランシーバー、魚群探知機、ポスシ

ステム、ＶＴＲ、玩具、セキュリティー機

器、電子楽器、エアコン、液晶テレビ、Ｌ

ＣＤモニター、カーナビゲーション、デジ

タルカメラ、アンチロックブレーキシステ

ム（ＡＢＳ）、スマートエントリーシステ

ム、ＥＰＳトルク角センサー、ガソリン直

噴エンジンインジェクタ、ガラスアンテナ

用ノイズフィルター、サスペンション、イ

モビライザーシステム、タイヤ空気圧監視

システム、電波時計 

ＥＵ事業 

  

アンテナコイル、センサーコイル・モジュ

ール、イグニッションコイル・モジュー

ル、ノイズフィルター、ｘＤＳＬスプリッ

ターモジュール、ＤＣ／ＤＣコンバータ用

トランス 

パワーステアリング用制御ユニット、ＧＰ

Ｓアンテナ、盗難防止用制御ユニット、デ

ィーゼルエンジン用制御ユニット、パワー

サプライ 

イモビライザー、キーレスエントリー、キ

セノンライト、ＨＩＤランプ、タイヤ空気

圧監視システム、ｘＤＳＬスプリッター、

通信機器、産業・医療機器、娯楽機器、照

明器具 

パワーステアリング、ＧＰＳ、盗難防止装

置、ディーゼルエンジン 

  

環境・エネルギー事業 

  

高周波トランス、高周波チョークコイル、

エッジワイズコイル、スティックコイル、

HDD用モーターコイル、低周波トランス、

高調波対策リアクタ、リアクトル、コモン

ドールコイル 

液晶ＴＶ、ＯＡ機器電源回路、放送・電話

基地局向け電源回路、キーレスエントリ

ー、ＨＤＤ、医療機器 
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前第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日）  

（注）１．事業区分の方法 

 事業区分は、当社の最高経営意思決定機関が経営資源の配分や業績評価を行う際に用いる事業分類で区分

しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

  

  
  

アジア・パ
シフィック
事業 
（百万円） 

ＥＵ事業
（百万円） 

環境・エネ
ルギー事業 
（百万円） 

合計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  22,634  14,139  4,055  40,829  －  40,829

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 747  795  104  1,647  △1,647  －

計  23,382  14,934  4,160  42,476  △1,647  40,829

営業利益  3,744  1,108  53  4,906  △1,741  3,164

区分 主な製品等 主要な使用例等 

アジア・パシフィック事業 

  

ＤＣ／ＤＣコンバータ用トランス、スイッ

チング電源用トランス、ストロボ用発振ト

ランス、ノイズフィルターコイル、ＤＣ／

ＤＣコンバータユニット、パワーインダク

タ、ＩＦＴ／ＲＦコイル、キーレスエント

リーアンテナコイル、ＡＤＳＬ用モデムト

ランス、データ用ラインフィルター、アン

テナコイル、映像用フィルター、信号用イ

ンダクタ、ＲＦ－ＩＤ、四方弁コイル   

ＣＣＦＬ駆動用インバータトランス、ＣＣ

ＦＬ駆動用インバータユニット 

ＡＢＳコイル、インジェクションコイル、

アンテナコイル、センサーコイル、ノイズ

フィルター  

  

液晶ディスプレー、デジタルカメラ、デジ

タルビデオカメラ、ＨＩＤランプ、電話

機、モデム、ドアホン、ＡＤＳＬ、カーオ

ーディオ、給湯器、ＦＡ機器、プリンタ

ー、ノートブック型パソコン、自動車、エ

アーバッグ回路制御、ＨＤＤ、携帯電話、

ＭＰ３、プリンター、テレビ、セットトッ

プボックス、ハイブリッドＩＣ、アミュー

ズメント機器、デスクトップ型パソコン、

コピー機（トナーセンサー）、オーディオ

機器、ＤＶＤ・ＣＤプレーヤー、アンテ

ナ、トランシーバー、魚群探知機、ポスシ

ステム、ＶＴＲ、玩具、セキュリティー機

器、電子楽器、エアコン、液晶テレビ、Ｌ

ＣＤモニター、カーナビゲーション、デジ

タルカメラ、アンチロックブレーキシステ

ム（ＡＢＳ）、スマートエントリーシステ

ム、ＥＰＳトルク角センサー、ガソリン直

噴エンジンインジェクタ、ガラスアンテナ

用ノイズフィルター、サスペンション、イ

モビライザーシステム、タイヤ空気圧監視

システム、電波時計 

ＥＵ事業 

  

アンテナコイル、センサーコイル・モジュ

ール、イグニッションコイル・モジュー

ル、ノイズフィルター、ｘＤＳＬスプリッ

ターモジュール、ＤＣ／ＤＣコンバータ用

トランス 

パワーステアリング用制御ユニット、ＧＰ

Ｓアンテナ、盗難防止用制御ユニット、デ

ィーゼルエンジン用制御ユニット、パワー

サプライ 

イモビライザー、キーレスエントリー、キ

セノンライト、ＨＩＤランプ、タイヤ空気

圧監視システム、ｘＤＳＬスプリッター、

通信機器、産業・医療機器、娯楽機器、照

明器具 

パワーステアリング、ＧＰＳ、盗難防止装

置、ディーゼルエンジン 

  

環境・エネルギー事業 

  

高周波トランス、高周波チョークコイル、

エッジワイズコイル、スティックコイル、

HDD用モーターコイル、低周波トランス、

高調波対策リアクタ、リアクトル、コモン

ドールコイル 

液晶ＴＶ、ＯＡ機器電源回路、放送・電話

基地局向け電源回路、キーレスエントリ

ー、ＨＤＤ、医療機器 
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前第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）  

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。  

２．上記区分のうち、アセアンに属する地域の内訳はシンガポール、マレーシア及びタイであります。また、北

米に属する地域の内訳は米国及びメキシコであります。欧州に属する地域の内訳はドイツ、オーストリア、

スロベニア及びルーマニアであります。  

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日）  

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。  

２．上記区分のうち、アセアンに属する地域の内訳はシンガポール、マレーシア及びタイであります。また、北

米に属する地域の内訳は米国及びメキシコであります。欧州に属する地域の内訳はドイツ、オーストリア、

スロベニア及びルーマニアであります。   

【所在地別セグメント情報】

  
日本

（百万円） 
香港・中国 
（百万円） 

台湾・韓国
（百万円）

アセアン
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

合計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                   

(1）外部顧客に対する

売上高 
 3,052  3,935 338 1,108 1,263 4,130  13,828 － 13,828

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 400  3,769 2 62 131 207  4,574 △4,574 －

計  3,453  7,705 340 1,170 1,395 4,337  18,403 △4,574 13,828

営業利益又は営業損失

（△） 
 322  882 △5 42 86 353  1,680 △577 1,102

  
日本

（百万円） 
香港・中国 
（百万円） 

台湾・韓国
（百万円）

アセアン
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

合計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                   

(1）外部顧客に対する

売上高 
 8,491  11,598 861 3,407 3,714 12,756  40,829 － 40,829

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 1,180  10,561 2 146 358 572  12,821 △12,821 －

計  9,672  22,160 864 3,553 4,072 13,328  53,651 △12,821 40,829

営業利益又は営業損失

（△） 
 705  2,876 △9 150 313 855  4,892 △1,727 3,164
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 前第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。  

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1）アセアン……シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ 

(2）北米  ……米国、メキシコ 

(3）欧州  ……フランス、ドイツ、スペイン、チェコ、オーストリア、ルーマニア、スロベニア、ポー

ランド、スイス 

(4) その他  ……インド、オーストラリア、ブラジル 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。  

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1）アセアン……シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ 

(2）北米  ……米国、メキシコ 

(3）欧州  ……フランス、ドイツ、スペイン、チェコ、オーストリア、ルーマニア、スロベニア、ポー

ランド、スイス 

(4) その他  ……インド、オーストラリア、ブラジル 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【海外売上高】

  香港・中国 アセアン 台湾・韓国 北米 欧州  その他 計

海外売上高（百万円）  1,975  1,111  386  1,519  5,743  33  10,769

連結売上高（百万円）              13,828

連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 14.3  8.0  2.8  11.0  41.5  0.3  77.9

  香港・中国 アセアン 台湾・韓国 北米 欧州  その他 計

海外売上高（百万円）  5,936  3,423  1,000  4,475  17,383  104  32,323

連結売上高（百万円）              40,829

連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 14.5  8.4  2.5  11.0  42.6  0.2  79.2
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 １．報告セグメントの概要 

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年９月30日）及び当第３四半期連結会計期

間（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日） 

  当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であり、最

高経営責任者（CEO)が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象とな

っております。 

 当社グループでは、国内外においてコイルの製造、販売を行っており、純粋持株会社である当社による

事業活動の支配・管理の下、現地法人が担当しております。当社は、製品・サービスについて地域ごとに

包括的な戦略を立案・決定し、事業活動を展開しております。  

 したがって、当社グループは、生産・販売・研究開発体制を基礎とした地域別セグメントから構成され

ており、「アジア・パシフィック事業」と「ＥＵ事業」の２つを報告セグメントとしています。各報告セ

グメントでは、音響・映像・OA・車載用・産業用機器等の電子部品、高周波コイルの研究・開発・設計・

製造・販売を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日  至 平成23年９月30日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成23年７月１日  至 平成23年９月30日） 

  

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

報告セグメント

合計
アジア・

パシフィック事業  
ＥＵ事業

売上高       

外部顧客への売上高  25,923  14,921  40,845

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 660  862  1,523

計  26,584  15,784  42,368

セグメント利益  2,105  1,316  3,422

  （単位：百万円）

  

報告セグメント

合計
アジア・

パシフィック事業  
ＥＵ事業

売上高       

外部顧客への売上高  8,871  4,833  13,705

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 166  292  458

計  9,038  5,125  14,163

セグメント利益  639  444  1,084
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年９月30日） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 注記すべき事項はありません。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。  

   

  （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計  3,422

全社費用（注）  △1,612

四半期連結損益計算書の営業利益  1,809

  （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計  1,084

全社費用（注）  △553

四半期連結損益計算書の営業利益  530
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１．１株当たり純資産額 

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
２．１株当たり四半期純利益金額等 

（注）１．前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。  

 ２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注）１．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

 ２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成23年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 円372 32銭 １株当たり純資産額 円433 22銭

  
当第３四半期連結会計期間末

（平成23年９月30日） 
前連結会計年度末

（平成22年12月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  7,619  8,848

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 466  525

（うち少数株主持分） ( )466 ( )525

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 

（百万円） 
 7,153  8,323

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（千株） 
 19,212  19,212

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日）  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日）  

１株当たり四半期純利益金額 円93 45銭 １株当たり四半期純利益金額 円36 6銭

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  1,795  692

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,795  692

期中平均株式数（千株）  19,212  19,212

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日）  

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年９月30日）  

１株当たり四半期純利益金額 円46 32銭 １株当たり四半期純利益金額 円0 7銭

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  889  1

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  889  1

期中平均株式数（千株）  19,212  19,212
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当第３四半期連結会計期間（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日） 

平成23年10月に発生したタイ国の大規模洪水により、同国にある当社連結子会社SUMIDA  ELECTRIC 

(THAILAND) CO., LTD.において浸水等の被害を受けました。  

 現時点では、工場内への立ち入りができないため、実損害額の算定はできておらず、今後の復旧見通しについ

ても未定であります。 

（重要な後発事象）
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１．平成23年７月29日開催の取締役会において、平成23年12月期第２四半期配当について、次のとおり決議いた

しました。 

(イ）剰余金の配当の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・134百万円 

(ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・平成23年８月23日 

（注）平成23年６月30日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

２．平成23年10月28日開催の取締役会において、平成23年12月期第３四半期配当について、次のとおり決議いた

しました。 

(イ）剰余金の配当の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・115百万円 

(ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・平成23年11月29日 

（注）平成23年９月30日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスミダコーポレ

ーション株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年７

月１日から平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スミダコーポレーション株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                以  上

  

                                   

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月11日

スミダコーポレーション株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 中泉  敏   印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 古山 和則  印 

(注)１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスミダコーポレ

ーション株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年７

月１日から平成23年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スミダコーポレーション株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                以  上

  

                                   

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月10日

スミダコーポレーション株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 中泉  敏   印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 古山 和則  印 

(注)１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年11月11日 

【会社名】 スミダコーポレーション株式会社 

【英訳名】 SUMIDA CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表執行役ＣＥＯ 八幡 滋行 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表執行役ＣＦＯ 松田 三郎 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋三丁目12番２号 朝日ビルヂング 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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 当社代表執行役CEO八幡滋行及び当社代表執行役CFO松田三郎は、当社の第57期第３四半期（自平成23年７月１

日 至平成23年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。  

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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